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　10月号で国立がん研究センターが「受動喫煙で
肺がん1.28倍上昇」という記者会見を８月31日に
開いたことを紹介しました。すると、ＪＴは社長名
で、即日「受動喫煙と肺がんに関わる国立がん研究
センター発表に対するＪＴコメント」として「受動
喫煙による肺がんリスクの上昇は科学的に説得力
のある形で結論づけられていない」という内容を
ホームページにアップしました。しかも、もっとも
らしく「新しい疫学（日本公衆衛生協会）」「メタ・ア
ナリシス入門（朝倉書店）」を参照したことを明記
して。
　さすがに、ＪＴの反論を見過ごしにするわけに
はいかない国立がん研究センターは、９月28日、
資料１のように「受動喫煙と肺がんに関するＪＴ
コメントへの見解」として詳細な反論を行いまし
た。「受動喫煙の有害性は証明されていない」と主
張するタバコ産業を論破するための完璧な根拠に
なりますので、ぜひご覧ください。
　「肺がん1.28倍」→「ＪＴコメント」→「がんセン
ターの見解」のやり取りはインターネット上でも
「がんセンターがＪＴにマジギレ」「国がんがＪＴ
をフルボッコ*」として大きな話題になりました。
「やっぱり、受動喫煙は良くないよね」という世論

を醸成するのに大きなインパクトがあったと思い
ます。
（＊：相手をボコボコに叩きのめす、という若者言
葉）

　資料１は、27～ 33ページに掲載

◇　◇　◇
　３月号で内閣官房副長官を座長とし、関係省庁
の課長級が揃ったワーキンググループ「受動喫煙
防止対策検討チーム」が2020年東京五輪を見据え
た法律の整備を始めたことを紹介しました。10月
11日、法律案の「たたき台」が発表されました（資料
２）。発信者が厚生労働省健康局長であることか
ら、その本気度が伝わってきます。11月から関係
団体にヒヤリングを行うようです。本当は、イギリ
スやオーストラリアのように喫煙室を認めない全
面禁煙が必要ですが、喫煙する国会議員が多い日
本で完全禁煙に固執すると何も進みません。イタ
リアやフランスのように喫煙専用室以外は禁煙と
する路線を選択することは現実的な方策だと思い
ます。いよいよ動き出した受動喫煙防止法の動き
に注目しましょう。

　資料２は、34、35ページに掲載

シ リ ー ズ 企 画

オリンピックと屋内全面禁煙法・条例（その26）

①国立がん研究センター対ＪＴのバトル
②厚労省が受動喫煙防止法の「たたき台」

�  
北九州市医師会広報委員会委員　　　　
産業医科大学産業生態科学研究所　　　
　　　　　　健康開発科学研究室　教授

　大和　浩



北九州市医報（平成28年12月）第713号（ 27 ）

〈資料１〉
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〈資料２〉
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